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１. はじめに 

2010 年施行の「公共建築物等における木材の利用の促

進に関する法律」に加え、2019 年の建築基準法の改正に

より準耐火建築物で建てられる範囲が拡大されたことを

受け、木質構造による中大規模建築物、特に非住宅建築

物の需要が益々高まっている。しかし、非住宅の中大規

模建築物では、固定荷重や積載荷重が大きく、また階高

が高くなったり、耐力壁の配置に制限があるなど、構造

的に要求される性能が高くなることから、これまでの住

宅を想定してきた耐力壁や接合金物では対応できない。 

また、既往論文 1)~4)においても中大規模建築物を想定し

た耐力壁がいくつか提案されてきたが、軸組構法におけ

る標準仕様と呼べるものはなく、普及には至っていない

のが現状である。そこで、本開発では一般流通材からな

る軸組構法の耐力壁や接合金物の標準化を目的とした。 

その１では中大規模木造建築物の耐力壁及び接合金物

の要求性能の整理、その２では耐力壁について使用材料

や納まり、階高などをパラメータとしたパイロット試験

について、その３ではパイロット試験の考察及び本試験

の報告、その４では柱脚引張接合金物の試験について報

告する。 

２. 実施フロー 

本開発全体の実施フローを図.1 に示す。非住宅の中大

規模木造建築物で想定される建物用途ごとに耐力壁の要

求性能を整理し、耐力壁の要求性能に応じた柱脚接合金

物の要求性能を整理する。また既往論文や市場の調査を

行い、耐力壁及び柱脚接合金物の試験体仕様を決定する。 

その後、耐力壁及び柱脚接合金物の試験を実施し（そ

の 2~4）、目標性能への達成度、普及に向けての課題の検

討を行う。 

３. 想定する建物及び設計荷重の仮定 

想定する建築物の用途、規模、荷重は市場調査より表.1

のように設定した。建物層数は 1~3 層及び 4,5 層、グリッ

ド（X 方向及び Y 方向の 1 スパンで構成された平面矩形

の範囲）は 6m×6m～9m×20m、階高は 3.6m～4.5m を想

定する。固定荷重は壁重量（壁長さは各方向に Lx,Ly の長

さを有すると仮定）を含む単位床ならし荷重とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.1 実施フロー 

 

表.1 想定建物および荷重表[m、N/m2] 

用途 

想定する
建物層数

グ
リ
ッ
ド

階 
高 層 D.L. L.L. T.L. 

1～3 4,5 

事務所 3 5 
6
×
6

3.6 
最上層 2700 400 3100

中間層 3500 800 4300 

高齢者施設
特養施設 3 5 

6
×
6

3.6 
最上層 2700 400 3100

中間層 3500 600 4100 

保育園 3 5 
6
×
6

3.6 
最上層 2700 400 3100

中間層 3500 1100 4600 

診療所 
病院 3 5 

8
×
8

3.6 
最上層 2500 400 2900

中間層 3100 600 3700 

学校 3 5 
8
×
8

3.6 
最上層 2500 400 2900

中間層 3100 1100 4200 

店舗系 3 5 
8
×
8

3.6 
最上層 2500 400 2900

中間層 3100 1300 4400 

書庫 
図書館 2 4 

8
×
8

3.6 
最上層 2500 400 2900

中間層 3100 4900 8000 

工場 
倉庫 1 ― 

9
×
20

4.5 
最上層 1900 0 1900

中間層 ― ― ― 
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想定する建築物の
リストアップ 

● 用途（≒積載重量）、規模・層数、スパン・階高に着
目して、想定する建物を整理・リストアップ 

START

耐力壁必要性能推定

接合金物必要性能推定

仕様調査 

耐力壁及び接合金物
ﾊﾟｲﾛｯﾄ試験実施・評価

本試験実施・評価

● 想定した建物に必要な各階耐力壁の耐力を、一定
の仮定条件を設定のうえ推定 

● 推定された耐力壁性能に見合った接合金物の性
能を、一定の仮定条件を設定のうえ推定 

● 必要性能を満足する耐力壁及び接合金物の仕様
を調査 

● ここまでの検討を踏まえて目標性能・試験体仕様を
設定、パイロット試験実施・評価 

● 耐力壁 10 仕様各 1 体、接合金物 6 仕様各 1 体

● パイロット試験の結果を踏まえ、試験体仕様決定
● 耐力壁 2 仕様各 3 体、接合金物 4 仕様各 6 体 

END

普及に向けての検討 ● 試験結果を踏まえ中大規模木造建築の普及に向
けての課題を整理 
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４. 耐力壁の要求性能 

1 つのグリッドには X,Y 各方向にグリッド辺長さの 1/2

の長さの耐力壁が配置されるものとして、耐力壁の要求

性能を設定した。各建物用途の単位床ならし荷重 T.L を用

いて、1 グリッドあたりに作用する各階の地震力𝑄௜を建築

基準法施行令第 88 条に基づき算定する（C0 = 0.2）。 

𝑄௜ ൌ 𝐶௜ ∙ ∑𝑊௜ ൌ 𝐶௜ ∙ ∑൫𝑊௜
ᇱ ∙ 𝐿௫ ∙ 𝐿௬൯  [kN] 

𝑊௜
ᇱ: ｉ層の単位床面積当たり重量 [kN/m2] 

𝐿௫, 𝐿௬: グリッドの X 方向及び Y 方向の長さ [m] 

 

 
図.2 グリッド及び耐力壁のイメージ 

当該階の耐力壁に求められる単位長さ当たりの必要せ

ん断耐力𝑄௔௡は下式により算定した。最下階耐力壁の要求

性能を表.2 に示す。 

𝑄௔௡ ൌ 𝑄௜ ൫min൛𝐿௫, 𝐿௬ൟ 2⁄ ൯⁄   [kN/m] 

表.2 最下階耐力壁の要求性能[kN/m] 
用途 層数１～３ 層数４、５

事務所 28.1 48.7 
高齢者・特養施設 27.1 46.8 

保育園 29.5 51.6 
診療所・病院 33.0 56.6 

学校 36.2 63.0 
店舗系 37.4 65.6 

書庫・図書館 34.9 86.1 
工場・倉庫 15.2 - 

  

５. 柱脚接合金物の要求性能 

前節で設定した許容耐力を有する耐力壁が上下階連層

した場合に最下階壁脚部に生じる引抜き力を算定し、本

柱脚金物開発における目標値を設定する。各階の壁耐力

や反曲点高比などを仮定した算定条件を表.3 に示す。図.3

の算定例は建物層数 3 の保育園で、最下層壁脚部（引抜

き力の最も大きくなる隅部）に生じる引抜き力を算定し

ている。  表.3 要求性能算定条件（層数 1~3） 

階 耐力壁 
位置 

片側柱の 
負担面積 [m2] 

階高 
[m] 

𝑊௜
ᇱ 

[kN/m2] 
壁耐力
[kN/m]

反曲点
高比

3 

中央部 6×6 / 2 = 18.0 

3.6 3.10 12 0.6 側部 6×6 / 4 =  9.0 

隅部 6×6 / 8 =  4.5 

2 

中央部 6×6 / 2 = 18.0 

3.6 4.60 24 0.7 側部 6×6 / 4 =  9.0 

隅部 6×6 / 8 =  4.5 

1 

中央部 6×6 / 2 = 18.0 

3.6 4.60 30 0.8 側部 6×6 / 4 =  9.0 

隅部 6×6 / 8 =  4.5 

 

𝑁ௗ ൌ 𝑁௧ െ 𝑁௖  

𝑁௧ ൌ ∑ ൫壁耐力 ൈ階高 ൈ反曲点高比൯௡層

௜ୀଵ層
  

𝑁௖ ൌ ∑ ൫𝑊௜
ᇱ ൈ耐力壁片側柱の負担面積൯௡層

௜ୀଵ層
  

ここで、 

 𝑁ௗ： 最下層壁脚部に生じる設計用引抜き力 [kN] 

𝑁௧： 最下層壁脚部に生じる耐力壁付加引抜軸力 [kN] 

𝑁௖: 最下層壁脚部に生じる引抜き力のキャンセル荷重 [kN] 

𝑊௜
ᇱ: ｉ層の単位床面積当たり重量 [kN/m2] 

 

1 階柱脚（隅部壁）に作用する荷重は 

𝑁௧ ൌ 25.9 ൅ 60.5 ൅ 86.4 ൌ 172.8 [kN] 

𝑁௖ ൌ 14.0 ൅ 20.7 ൅ 20.7 ൌ 55.4 [kN] 

𝑁ௗ ൌ 172.8 െ 55.4 ൌ 117.4 [kN] 

図.3 最下階の引抜力算定例 
 

4,5 層についても同様に算定し、最下階柱脚接合金物の

要求性能を表.4 のように設定した。 

表.4 最下階柱脚接合金物の要求性能[kN] 
層数１～３ 層数４、５

許容耐力 110 370
 

６.まとめ 

本報では市場調査及び簡単な検討により中大規模木造

建築物の耐力壁及び柱脚接合部の要求性能を以下のよう

に設定した。 

・耐力壁の短期許容耐力は建物層数 3 以下で 30kN/m 程

度、層数 4,5 で 60kN/m 程度 

・最下階柱脚接合金物の短期許容引張耐力は建物層数 3

以下で 110kN 程度、層数 4,5 で 370kN 程度 

その 2~4 では耐力壁及び柱脚接合部の構造試験につい

て報告する。 
 

なお、本事業は、「林野庁の平成 30 年度合板・製材・集成材国際

競争力強化対策」のうち、「木質建築部材・工法の普及・定着に向け

た技術開発等支援事業」として一般社団法人 木を活かす建築推進協

議会が実施したものである。 
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